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★
特
別
徴
収
の
仮
徴
収
・
本
徴
収
と
は
？

　

年
金
が
年
額
18
万
円
未
満
の
方
は
、
納
付
書
に
よ
り
保

険
料
を
納
め
て
い
た
だ
く
「
普
通
徴
収
」
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
老
齢
（
退
職
）
年
金
・
遺
族
年
金
・
障
害
年
金

を
受
給
し
て
い
な
い
方
や
、
老
齢
福
祉
年
金
を
受
給
し
て

い
る
方
も
普
通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

● 

年
額
保
険
料
を
７
月
か
ら
２
月
ま
で
の
８
回
に
分
け
て

納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

● 

町
（
税
務
課
）
か
ら
納
付
書
を
送
付
し
ま
す
。

　

 

取
扱
金
融
機
関
な
ど
で
現
金
ま
た
は
口
座
振
替
に
よ
り

納
め
て
く
だ
さ
い
。

　

年
金
の
受
給
額
に
よ
っ
て

ま
た
は

に
分
か
れ
ま
す
。

　

年
金
が
年
額
18
万
円
以
上
の
方
は
、
年
金
か
ら
の
天
引

き
に
よ
り
保
険
料
を
納
め
て
い
た
だ
く
「
特
別
徴
収
」
と

な
り
ま
す
。

　

天
引
き
の
対
象
と
な
る
年
金
は
、
老
齢
（
退
職
）
年
金
・

遺
族
年
金
・
障
害
年
金
で
す
。

  

（
老
齢
福
祉
年
金
は
、
天
引
き
の
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。）

●�

年
額
保
険
料
を
年
金
受
給
月
の
６
回
に
分
け
て
、
年
金

か
ら
天
引
き
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

●�

特
別
徴
収
の
対
象
者
に
な
る
と
、
お
お
む
ね
６
カ
月
後

か
ら
天
引
き
が
開
始
さ
れ
ま
す
。

介
護
保
険
料
の
納
付
方
法

■
特
別
徴
収
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　平成12年度にスタートしてから10年目を迎えた『介護保険制度』は、介護が必要となった方が 

安心して自立した生活を送れるよう、社会全体で支え合うための制度です。

　介護保険の財源のうち、50％を占めるのが40歳以上の方に納めていただく「介護保険料」ですが、

そのうち65歳以上の方 （第１号被保険者） に納めていただく保険料の基準額については、必要と 

される介護サービスの総費用に応じて、各市町村が３年ごとに見直しを行うことになっており、 

平成21年度は、その見直しの年に当たります。

　高齢化が進む多古町では、介護サービスの利用者数や利用量が年々増加しており、今後３年間に

必要とされる介護サービスの総費用は、32億700万円と推計されます。

　これにより、平成21年度における65歳以上の方（第１号被保険者）の基準額をこれまでの年額

28,422円から38,400円へ改定するとともに、平成23年度までの介護保険料を下表のとおり定めま

したので、ご理解の上、納付いただきますようお願いいたします。

平成21年度から

介護保険料が変わりました!!歳以上の方

区　分 対　象　者
年　額　保　険　料

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

第１段階
●生活保護の受給者
●�世帯全員が町民税非課税で、老齢福

祉年金の受給者

14,211円
【基準額×0.50】

19,200円
【基準額×0.50】

19,440円
【基準額×0.50】

19,680円
【基準額×0.50】

第２段階
●�世帯全員が町民税非課税で、前年の

合計所得金額＋課税年金収入額が 
80万円以下の方

14,211円
【基準額×0.50】

19,200円
【基準額×0.50】

19,440円
【基準額×0.50】

19,680円
【基準額×0.50】

第３段階
●�世帯全員が町民税非課税で、前年の

合計所得金額＋課税年金収入額が 
80万円を越える方

21,317円
【基準額×0.75】

28,800円
【基準額×0.75】

29,160円
【基準額×0.75】

29,640円
【基準額×0.75】

第４段階

●�本人が町民税非課税で、世帯内に町
民税課税者がいる方で、前年の合計
所得金額＋課税年金収入額が80万円
以下の方 28,422円

【基準額×1.00】

34,560円
【基準額×0.90】

35,040円
【基準額×0.90】

35,520円
【基準額×0.90】

●�本人が町民税非課税で、世帯内に町
民税課税者がいる方で、前年の合計
所得金額＋課税年金収入額が80万円
を越える方

38,400円
【基準額×1.00】

39,000円
【基準額×1.00】

39,480円
【基準額×1.00】

第５段階 ●�本人が町民税課税者で、前年の合計
所得金額が200万円未満の方

35,528円
【基準額×1.25】

48,000円
【基準額×1.25】

48,720円
【基準額×1.25】

49,320円
【基準額×1.25】

第６段階 ●�本人が町民税課税者で、前年の合計
所得金額が200万円以上の方

42,633円
【基準額×1.50】

57,720円
【基準額×1.50】

58,440円
【基準額×1.50】

59,280円
【基準額×1.50】

■65歳以上の方（第１号被保険者）の介護保険料

【主な改定内容】
　①税制改正に伴う保険料の「激変緩和措置」については、平成 20 年度をもって終了しました。
　②第４段階の中に、平成 21 年度から新たに軽減区分（基準額× 0.90）を設けました。
　③介護従事者の処遇改善や人材確保を図るため、平成 21 年度から介護報酬が全体で３％引き上げられました。
　　なお、これに伴う保険料増額分については、国の負担によって平成 21 年度は全額、平成 22 年度は半額が軽減されます。

■
普
通
徴
収

65歳以上の方
（第１号被保険者）
の保険料

40歳～64歳の方
（第２号被保険者）
の保険料

公費（税金）
国　25.0％
県　12.5％
町　12.5％20％

30％

50％

ただし、施設等給付費
に係る公費負担率は
国20％、県17.5％、
町12.5％です。

　平成21～23年度の3年間に多古町で必要とされる
介護サービスの総費用は、32億700万円です。
　なお、地域支援事業費を含めると、全体で32億
8,500万円となります。

介護保険の財源
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佐
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支
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古
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農
業
協
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組
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う
ち
ょ
銀
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郵
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役
場
ま
た
は
取
扱
金
融
機
関
に
あ
る
﹁
口
座
振

替
依
頼
書
﹂
を
ご
記
入
の
上
、
お
申
し
込
み
く

だ
さ
い
。

 

　

 

介
護
保
険
料
の
納
付
書
、
口
座
振
替
を
す
る 

通
帳
、
通
帳
の
届
出
印

■
仮
徴
収
（
暫
定
賦
課
）

　

65
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料
は
、
町
民

税
の
課
税
状
況
が
確
定
す
る
６
月
以
降
に
決

定
し
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
４
月
・
６
月
・
８
月
は
、
確

定
し
た
保
険
料
で
の
徴
収
が
で
き
な
い
た
め
、

暫
定
保
険
料
で
の
徴
収
と
な
り
ま
す
。
こ
れ

を
「
仮
徴
収
」
と
い
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
保
険
料
が
増
額
改
定
さ
れ
る
た

め
、
４
月
・
６
月
は
、
昨
年
度
の
２
月
期
と
同

額
と
し
た
上
で
、
８
月
は
本
算
定
賦
課
を
想
定

し
て
算
定
し
た
額
と
し
、
保
険
料
の
平
準
化
に

努
め
ま
す
。

■
本
徴
収
（
本
算
定
賦
課
）

　

10
月
・
12
月
・
２
月
は
、
確
定
し
た
年
間
保

険
料
額
か
ら
仮
徴
収
分
を
控
除
し
た
額
を
３
回

に
分
け
て
徴
収
し
ま
す
。

こ
れ
を
「
本
徴
収
」
と

い
い
ま
す
。
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